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令和 8 年 6 月 1 日改定 



重要事項説明書 
 

１ 事業所の概要 

 （１）事業所名  訪問看護ステーション こころ 

 （２）所在地   〒132-0024 東京都江戸川区一之江 2 丁目 8-14 エポメック 203 

          電話 03-5879-3763 

 （３）代表者   管理者 梅澤 真弓 

          業者指定番号：1362390385  江戸川区 

 （４）サービス提供地域 江戸川区、葛飾区、墨田区、江東区 

ただし、葛飾区は柴又、高砂、鎌倉、細田、奥戸、青戸、立石、東立石、四つ木、 

東四つ木、新小岩、東新小岩、西新小岩のみとし、江東区は大島、亀戸のみとする。 

 （５）事業概要 平成 29 年 11 月開設 

    ｛現在行っている事業｝ 

     ・訪問看護 ・介護予防訪問看護 

 

２ 営業日及び営業時間 

営業日 月 火 水 木 金 土 日 祝 

9 時～18 時 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

 

年末年始（12 月 30 日～1 月 3 日）は、原則として訪問はお休みします。 

24 時間対応の患者様はこの限りではありません。 

 

 

３ 事業所の職員体制 

  管理者 1 名 看護師 常勤兼務 1 名 看護師又は准看護師 常勤 1 名以上 常勤換算で 2.5

名以上 理学療法士等 適正数 

 

 

４ サービスの内容及び留意事項 

（１）サービスの内容 

サービス区分と種類 サ ー ビ ス の 内 容 

訪問看護計画の作成 

主治医の指示並びに利用者に係る居宅介護支援事業者が作成した

居宅サービス計画（ケアプラン）に基づき、利用者の意向や心身

の状況等のアセスメントを行い、援助の目標に応じて具体的なサ

ービス内容を定めた訪問看護計画を作成します。 

訪問看護の提供 

訪問看護計画に基づき、訪問看護を提供します。 

具体的な訪問看護の内容 

① 病状・障害の観察 

② 清拭・洗髪等による清潔の保持 

③ 医療機器・カテーテル等の管理 

④ 床ずれの予防及び処置その他創処置 

⑤ 食事及び排泄等日常生活の世話 

⑥ 服薬の確認、指導 

⑦ リハビリテーション 

⑧ ターミナルケア 

⑨ 療養生活や介護方法の指導 

⑩ その他医師の指示による必要な医療処置・看護ケア等 



 

（２）サービス提供にあたっての留意事項 

看護職員はサービスの提供にあたって、次の行為は行いません。 

① 利用者又は家族の金銭、預金通帳、証書、書類などの預かり 

② 利用者又は家族からの金銭、物品、飲食の授受 

③ 利用者の同居家族に対するサービス提供 

④ 利用者の居宅での飲酒、喫煙、飲食 

⑤ 身体拘束その他利用者の行動を制限する行為（利用者又は第三者等の生命や身体を保

護するため緊急やむを得ない場合を除く） 

⑥ 利用者又は家族等に対して行う宗教活動、政治活動、営利活動、その他迷惑行為 

 

 

５ サービス提供の記録 

（１）サービスを提供した際には、あらかじめ定めた「訪問看護記録書」等の書面に必要事項

を記入します。 

（２）事業者は、「訪問看護計画書」の内容に沿って、サービス提供の状況、目的達成等の状況

等に関する「訪問看護記録書」その他の記録を作成して、利用者に説明の上、提出する

とともに、居宅介護支援事業者と情報共有します。 

（３）事業者は、前記「訪問看護記録書」その他の記録を作成完了後 2 年間は適正に保管し、

利用者の求めに応じて閲覧に供し、又は実費負担によりその写しを交付します。 

 

 

６ サービス提供責任者 / ご相談窓口・苦情対応 

（１）サービス提供責任者は次の通りです。サービスについてご相談や苦情がある場合にはど

んなことでもお寄せ下さい。 

             氏名：梅澤 真弓  連絡先：03-5879-3763 

 

 

公的機関においても、次の機関にてお問い合わせ、苦情の申し立て等ができます。 

 

江戸川区役所福祉部介護保険課：03-5662-0309 

葛飾区福祉部介護保険課：03-5654-8246 

墨田区福祉保健部介護保険課：03-5608-6149 

江東区福祉部介護保険課：03-3647-9099 

東京都福祉局高齢者施策推進部介護保険課：03-5320-4291 

東京都国民健康保険団体連合会（国保連）：03-6238-0177 

 

（２）サービスを行う主な担当者は、次の通りです。 

 

        職名：                 

        氏名：                 

 

 

７ 利用者負担 

（１）利用者からいただく利用者負担金は別紙「料金表」の通り、法令に従って請求します。

なお、この重要事項説明書の同意（署名・捺印）によって、利用料金に関する同意を得

られたものとします。 

（２）この金額は、医療保険及び介護保険の法定利用料に基づく金額です。 

（３）利用者負担金は月末〆、翌月 10 日以降請求、お支払いいただきます。 

保険外サービスとなる場合には全額自己負担となります。 



（４）利用者負担金は現金による集金か、銀行口座引落をお選びいただきます。 

８ キャンセル 

（１）利用者がサービスの利用を中止する際には、すみやかに次の連絡先までご連絡くださ

い。キャンセル料はいただいておりません。 

 

連絡先：03-5879-3763 

 
9 緊急時の対応方法 

サービス提供にあたり事故、体調の急変等が生じた場合は、事前の打ち合わせに基づき、家

族、主治医、救急機関、居宅介護支援事業者等に連絡します。 

 

ご家族        氏名                  続柄            

             連絡先（昼）                           

             連絡先（夜）                           

 

主治医         医療機関名               医師名           

               電話番号                             

 

居宅介護支援事業所 

（介護保険）     事業所名                担当者名          

             電話番号                             

 

 

10 損害賠償と事故の対応 

事業者はサービスの提供にあたって、安全に行うよう十分に注意し、事故防止に努めます。 

万が一、利用者やご家族にけがを負わせた場合、財産を損壊した場合には速やかに応急手当

をし、損害を賠償いたします。 

ただし、自らの責に帰すべき事由によらない場合には、この限りではありません。 

なお、事業所は、下記の損害賠償保険に加入しています。 
 

保険会社名：あいおいニッセイ同和損害保険株式会社 

保険名：公益財団法人日本訪問看護財団 あんしん総合保険制度 

補償の概要：訪問看護事業者賠償責任保険 

 

 

11 災害発生時・感染症まん延時の対応 

災害発生時は、その規模や被害状況により通常の訪問看護を行えない可能性があります。災

害時の情報、被害状況を把握し安全を確保したうえで、利用者の安否確認や支援、主治医や

関係機関との連携、必要時の訪問を行います。 

また、災害及び感染症まん延時に訪問看護の提供を実施するため、また早期に業務再開を図

るため、業務継続計画を作成し、定期的に研修・訓練を実施します。 

 

 

12 衛生管理等 

（１）管理者は従業員の清潔の保持及び健康状態について、必要な管理を行います。 

（２）管理者は訪問看護事業所の設備及び備品等について、衛生的に管理します。 

（３）管理者は従業員の研修等を行って感染症の発生及びまん延防止に努めます。 

 

 



13 虐待の防止 

事業者は、利用者等の人権の擁護・虐待の防止等のために、次に掲げるとおり必要な措置を

講じます。 

（１）虐待防止に関する責任者を選定しています。 

虐待防止に関する責任者 管理者：梅澤 真弓 

（２）成年後見制度の利用を支援します。 

（３）苦情解決体制を整備しています。 

（４）従業者に対する虐待の防止を啓発・普及するための研修を行い、研修を通じて、従業者

の人権意識の向上や知識や技術の向上を図ります。 

（５）個別支援計画の作成など適切な支援を実施します。 

（６）従業者が支援にあたっての悩みや苦情を相談できる体制を整えるほか、従業者が利用者

等の権利擁護に取り組める環境を整備します。 

（７）サービス提供中に、当該事業所従業者又は養護者（利用者の家族等高齢者を現に養護す

る者）による虐待を受けたと思われる利用者を発見した場合は、速やかにこれを区市町

村に通報します。 

 

 

14 身体的拘束等 

事業者は、サービス提供にあたって、利用者又は他の利用者の生命又は身体を保護するため

緊急やむを得ない場合を除き、身体拘束その他利用者の行動を制限する行為（以下「身体拘

束等」という）を行いません。 

事業所は、やむを得ず前項の身体拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の心身

の状況並びに緊急やむを得ない理由など必要な事項を記載します。 

 

 

15 身分証携行義務 

従業者は、常に身分証を携行し、初回訪問時及び利用者又は利用者の家族から提示を求めら

れた時は、いつでも身分証を提示します。 

 

 

16 カスタマーハラスメントへの対応 

従業者に対して、暴言、暴力等ハラスメント行為が発生した場合は、関係者間で協議し解決

を図ります。解決が困難で、健全な信頼関係が構築できず訪問看護の効果が期待できないと

判断した場合は、行政や居宅介護支援事業所等に相談のうえ、訪問看護の中止または契約解

除とすることがあります。 

 

 

17 個人情報の利用 

別添の個人情報使用同意書のとおり、個人情報の取り扱いについて条項に従い順守します。

なお、この重要事項説明書の同意（署名・捺印）によって、個人情報使用に関する同意を得

られたものとします。 

 

 

18 その他 

（１）訪問看護サービスは、かかりつけ医の指示を受けて実施されます。利用者様には月１回

以上の通院または訪問診療を受けていただき、医師からの「訪問看護指示書」（１～６

か月ごと）が必要です。 

（２）理学療法士等が訪問看護を提供している利用者については、訪問看護計画書および報告

書の作成について、看護師との連携をとっての制作が必要となるため、当事業所看護師



が計画作成のために１度訪問いたします。その後は、計画作成のために少なくとも 3か

月に 1回（通常 1か月に 1回）または、体調・環境の変化があった場合には都度、看護

師が訪問します。 

（３）理学療法士等の訪問につきましては、看護業務の一環であり看護師の代わりに理学療法

士等が訪問しておりますことをご了承ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



個人情報取扱同意書 
 

１．利用目的 

（１） 利用者へのサービス提供、介護保険請求事務、各事業所の管理運営事務、並びにそ

の他訪問介護、訪問入浴介護、通所介護、短期入所生活介護、認知症対応型共同生活

介護、特定施設入所者生活介護、居宅介護支援及び福祉用具販売・貸与等介護サービ

ス（介護予防サービスを含む）提供に係る一切の業務のため。 

（２） その他上記に付帯関連する業務のため 

   上記利用目的の範囲内に含まれる具体的な業務の例については、次のとおりです。 

1. 利用者に当社介護サービスを提供するため 

2. 介護保険事務のため 

3. 利用者の施設の入退所等の管理のため 

4. 当社事業所の会計・経理のため 

5. 関係者各機関への事故等の報告のため 

6. 利用者への当社介護サービスの改善を図るため 

7. 利用者に介護サービスを提供するにあたり、当社以外の介護サービス事業者や居宅介

護支援事業者等と連携（サービス担当者会議等）をとり、これらからの照会に回答する

ため 

8. 利用者に介護サービスを提供するにあたり、医師・医療機関等に意見・助言等を求める

ため 

9. 当社以外の介護サービス事業者や居宅介護支援事業者に業務委託をするため 

10. 家族などへ利用者の心身の状況を説明するため 

11. 介護保険事務を他社に委託するため 

12. 債権回収業務を他社に委託するため 

13. 審査支払機関へレセプトを提出するため 

14. 審査支払機関や保険者からの照会に回答するため 

15. 賠償責任保険などに係る保険会社等への相談又は届出等をするため 

16. 当社介護サービスを含む業務の維持・改善のためのアンケート調査及び基礎資料に用

いるため 

17. 当社施設等を利用して行われる教育実習に協力するため 

18. 行政機関による指導・監査等に協力するため 

19. 第三者機関による当社介護サービスの評価・調査等に協力するため 

 

 

２．使用する事業者の範囲 

訪問看護ステーション及び居宅介護支援事業者、介護サービス事業者、主治医、医療

機関、民生委員、集金代行業者、委託業者、保険者とします。 

 

 

３．使用する期間 

契約書に定める第２条（契約の有効期間）と同じ取扱となります。 

 

４．条件 

（１）個人情報の提供は、必要な範囲内とし、提供にあたっては関係者以 

外の者に漏れることのないよう、細心の注意を払うこと。 



（２）個人情報を使用した会議、相手側、内容等の経過を記録しておく 

こと。 

（３）個人情報保護法を遵守すること。 

 

 

 
 

 


